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研究要旨 
 大崎国保コホートは、宮城県大崎市において 1994 年に開始され、住民の生活習慣が疾患リ
スクと医療費に及ぼす影響を評価することを目的としたコホートである。また、大崎コホート
2006は、2006年より同じ地域で実施されたコホートであり、65歳以上の高齢者の生活習慣と
要介護状態となるリスクが関連するかどうか明らかにすることを目的としている。これら２つ
のコホートのデータを用いて、地域の健康増進計画や高齢者保健福祉計画に貢献しつつ、生活
習慣に関する疫学エビデンスを世界に向けて発信してきた。本年度は、大崎コホート 2006 の
データを用いて、心理的ストレスが中程度以上の群では、ソーシャルサポートがある人では自
殺死亡リスクが低かったことを報告した。また、大崎国保コホートと大崎コホート 2006 の両
調査に参加した者を対象として、男女ともに、１日あたりの歩行時間が増加、または 30 分以
上を継続した者は健康寿命が長かったことも報告した。今後も両コホートは、循環器疾患のリ
スク評価ツールの開発を進める共同研究に参画しながら、独自のエビデンスを発信していく構え
である。 

 
Ａ.目的 
大崎国保コホート研究は、1994年に開始さ

れ、宮城県大崎保健所の管轄する１市１４町
内に居住する 40-79歳の国民健康保険加入者
を対象とし、様々な生活習慣や健康診査など
の地域保健サービスが住民の疾患リスクと
医療費に及ぼす影響を評価する事を目的と
したコホートである。 
 また、大崎コホート 2006研究は、宮城県大
崎市に居住する 40 歳以上の住民全員を対象
として 2006 年に開始され、我が国における
生活習慣の現状や地域間の健康格差、65歳以
上の高齢者における介護保険給付の実態を

明らかにする事を目的としたコホートであ
る。 
 本稿では今年度の両コホートの追跡進捗
状況、および本年度発表した成果について報
告する。 
 
Ｂ．研究方法 
１）大崎国保コホート研究のデザイン 
大崎国保コホート研究は、宮城県の大崎保

健所の管轄する１市14町内に居住する40歳
から 79 歳の国民健康保険加入者全員約５万
名を対象とした。 
ベースライン調査を1994年９月から12月
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にかけて実施し、性・年齢・身長・体重など
の基本的情報、病気の既往歴と家族歴、運動
習慣・喫煙習慣・飲酒習慣・食事などの生活
習慣、婚姻状況・学歴などの社会的な状況に
関する情報を自記式アンケートによって入
手した。調査は訓練を受けた調査員が対象者
宅を訪問して協力を依頼し、同意が得られた
者について数日後に調査員が再度訪問して
調査票を回収した。対象者 54,966 名に対し、
有効回答者数は 52,028名 (95％) であった。 
 対象者の追跡は 1995 年１月から開始され
た。まず、国民健康保険の「喪失異動データ」
とのレコードリンケージ、および死亡小票の
閲覧により、対象者の死亡、転出による異動、
死因に関する情報が得られた。また、がん罹
患データは、宮城県がん登録とリンケージす
ることにより得られた。 
２）大崎コホート 2006研究のデザイン 
 大崎コホート2006研究における対象者は、
2006 年９月１日時点で宮城県大崎市の住民
基本台帳に登録され、かつ 2006年 12月１日
時点で40歳以上であった約８万人であった。 
ベースライン調査は2006年12月１日から

12月 15日にかけて実施され、既往歴、最近
１年間の健康状態、喫煙習慣・飲酒習慣・食
事などの生活習慣、身体状況、健康、運動、
こころの元気さ、ソーシャルサポート、地域
における活動、歯の状態、基本チェックリス
ト（65歳以上）などの情報が自記式アンケー
トによって得られた。調査票は各行政区ごと
に区長が各戸に配布し、郵便により回収した。
対象者 78,101 名に対し、有効回答者数は
49,855名 (65％) であった。 
対象者の死亡、転出による異動に関する情

報は、住民基本台帳の閲覧によって得られた。
65歳以上の対象者の介護保険利用状況は、介
護保険受給情報を閲覧することで得られた。 
３）倫理面への配慮 

 本研究は東北大学医学部倫理委員会の承
認のもとに行われてきた。 
 
Ｃ．研究結果 
１）本年度の発表成果 
本年度に論文として公表した知見につい

て以下に記述する。詳細は章末の公表論文要
約および原著論文を参照されたい。 
①心理的ストレスによってソーシャルサポー
トと自殺死亡リスクとの関連（公表論文要約
１） 
大崎市民健康調査では、調査開始時点で 40

歳以上であった住民 77，235名を対象にアン
ケート調査を実施し、49，603 名から有効回
答を得た。本研究ではこのうち、調査開始以
前に転出または死亡した者、ソーシャルサ
ポートについての回答がなかった者を除い
た 43，015名を解析対象とした。ソーシャル
サポートについては、アンケートの回答から
情報を得た。具体的には、5 つの質問を行い、
それぞれのサポートについて「ある」「ない」
から選択し、5 つの質問にすべて「ある」と
回答した人を「ソーシャルサポートあり」群、
1 つでも「ない」と回答した人を「ソーシャ
ルサポートなし」群とした。また、心理的ス
トレスは K6 で調査し、軽度「0-4 点」、中等
度以上「5 点以上」と定義した。アウトカム
は自殺死亡であった。 
その結果、約 10年の追跡期間で、自殺死亡

者は 112 名であった。心理的ストレスが中等
度以上の群では、ソーシャルサポートがある人
では自殺死亡リスクが低かった。また、ソー
シャルサポートの内容では、心理的ストレスが
中等度以上の群において、手段的ソーシャルサ
ポートがある人で自殺死亡リスクが低かった。 
② 歩行時間の変化と健康寿命との関連（公
表論文要約２） 
大崎コホート 2006研究（2006年調査）で
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は、調査開始時点で 65 歳以上であった住民
31,694 名を対象にアンケート調査を実施し、
23,091名から有効回答を得ている。本研究で
はこのうち、要介護認定の情報提供に同意さ
れなかった者、調査開始時点で要介護認定を
受けていた者、大崎国保コホート研究（1994
年調査）に参加していなかった者、歩行時間
の質問に回答しなかった者などを除いた
7,105 名について解析を行った。本研究にお
ける健康寿命の定義は、日常生活動作が自立
（介護保険非該当または要介護２未満）して
いる期間の平均とした。健康寿命の算出は、
要介護認定および死亡の情報を使用し（追跡
期間 13年）、要介護認定情報と死亡情報を組
み合わせた多相生命表法を用いて実施した。
歩行時間の変化は、1994年調査と 2006年調
査の歩行時間（1日あたり30分以上 vs.30分
未満）に関する質問の回答から、不活発、歩
行時間の減少、歩行時間の増加、活発維持の
4群に分類し、男女別で健康寿命を算出した。
その結果、１日あたりの歩行時間が増加、ま
たは 30 分以上を継続した者は健康寿命が長
く、歩行時間が 30 分未満のままの者と比較
し、男女ともに健康寿命が約２年長いことが
示唆された。 
 
２）本年度の進捗 
 大崎国保コホートの対象者に対して、死亡・
異動・医療費・死因・がん罹患の情報を2008年
３月まで追跡をしている。 
大崎コホート 2006研究の参加者に対して、

本年度、死亡・異動に関する情報および要介護
認定に関する情報を2017年11月まで、死因の
情報を 2017 年 11 月まで、がん罹患の情報を
2014年12月まで追跡できた。 
 
Ｄ．Ｅ．考察および結論  
 大崎コホート 2006 のデータを用いて、心

理的ストレスが中程度以上の群では、ソー
シャルサポートがある人では自殺死亡リス
クが低かったことが示唆された。また、大崎
国保コホートと大崎コホート 2006 の両調査
に参加した者を対象として、男女ともに、１
日あたりの歩行時間が増加、または 30 分以
上を継続した者は健康寿命が長かったこと
が示された。以上のように、日本人における
ソーシャルサポートと自殺との関連や歩行時
間の変化と健康寿命との関連に関するエビデ
ンスを発信することができた。今後、自殺リス
クに影響を及ぼす社会的要因や生活習慣の
変容が健康寿命に及ぼす影響などを検討し
ていきたい。 
 
Ｆ．健康危機情報 
なし 
 
Ｇ．研究発表 
１．論文発表 
1. Matsuyama S, Shimazu T, Tomata Y, Zhang S, 
Abe S, Lu Y, Tsuji I. Japanese Diet and Mortality, 
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Cohort Study. Nutrients. 2022 May 12;14(10):2034. 
doi: 10.3390/nu14102034.  
2. Otsuka T, Sugawara Y, Matsuyama S, Tsuji I. 
How does social support modify the association 
between psychological distress and risk of suicide 
death? Depression and Anxiety. 2022 Aug;39(8-
9):614-623. doi: 10.1002/da.23265. 
3. Yokokawa Y, Sone T, Matsuyama S, Lu Y, 
Sugawara Y, Fukao A, Tsuji I. How long would you 
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Journal of Epidemiology. 2022 May 7. doi: 
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4. Matsuyama S, Murakami Y, Lu Y, Sugawara Y, 
Tsuji I. Changes in time spent walking and 
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disability-free life expectancy in Japanese older 
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Medicine. 2022 Oct;163:107190. doi: 
10.1016/j.ypmed.2022.107190. Online ahead of 
print. 
5. Tanitame M, Sugawara Y, Lu Y, Matsuyama S, 
Kanemura S, Fukao A, Tsuji I. Dairy consumption 
and incident risk of thyroid cancer in Japan: a pooled 
analysis of the Miyagi Cohort Study and the Ohsaki 
Cohort Study. European Journal of Nutrition. 2023 
Feb; 62, 251–259. doi: 10.1007/s00394-022-02979-
9.  
6. Yamato M, Matsuyama S, Murakami Y, Aida J, 
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10.1186/s12877-022-03541-2. 
 
２．学会発表 
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公表論文要約１ 

How does social support modify the association between psychological distress and risk of suicide death?  
Otsuka T, Sugawara Y, Matsuyama S, Tsuji I. Depression and Anxiety. 2022 Aug;39(8-9):614-623. doi: 
10.1002/da.23265. 
 
目的：これまでの研究からソーシャルサポートが自殺予防において重要であることが報告され
ているが、心理的状態がソーシャルサポートと自殺死亡との関連にどのように影響するかはわ
かっていない。そのため、本研究では、前向きコホート研究を行い、心理的ストレスが軽度の
群（K6が 4点以下）と中等度以上の群（5点以上）に分けて、ソーシャルサポートと自殺死亡
リスクとの関連について検討を行った。 
 
方法：本研究は、2006 年 12 月に実施した大崎市民健康調査のデータを用いて分析を行った。
大崎市民健康調査は調査開始時点で 40歳以上であった住民 77,235名を対象にアンケート調査
を実施し、49,603名から有効回答を得た。本研究ではこのうち、追跡開始日前に死亡または転出
により異動した者、ソーシャルサポートについての回答がなかった者などを除いた 43,015名を
解析対象とした。アウトカムは自殺死亡であった。曝露要因のソーシャルサポートについては、
①「困った時の相談相手がいますか」、②「体の具合が悪い時の相談相手がいますか」、③「日
常生活を援助してくれる人がいますか」、④「具合が悪い時に病院に連れて行ってくれる人が
いますか」、⑤「寝込んだ時身の回りの世話をしてくれる人がいますか」の 5 つの質問を行っ
た。それぞれのサポートについて「ある」「ない」から選択し、5つの質問にすべて「ある」と
回答した者を「ソーシャルサポートあり」群、1 つでも「ない」と回答した者を「ソーシャル
サポートなし」群と定義した。また、心理的ストレスは K6で測定し、軽度「0～4 点」、中等
度以上「5 点以上」と定義した。解析では、心理的ストレスが軽度、中等度以上のそれぞれの
群で「ソーシャルサポートなし」群に比べて、「あり」群の自殺死亡のハザード比（HR）と95％
信頼区間（CI）をCox比例ハザードモデルによって算出した。またソーシャルサポートの内容（①
②を情緒的ソーシャルサポート、③④⑤を手段的ソーシャルサポート）による違いも検討した。 
 
結果：428,139人年の追跡で､自殺死亡者数は 112 名であった。K6 が 5 点以上の群では、「ソー
シャルサポートなし」群に比べて、「あり」群の自殺死亡のHR（95％CI）は、0.58 (0.35–0.96)で
あった。また、ソーシャルサポートの内容について、K6が 5点以上の群では、「手段的ソーシャ
ルサポートあり」群の自殺死亡のHR（95％CI）は0.59 (95% CI, 0.35–0.98)であった。 
 
結論：心理的ストレスが中等度以上の群では、ソーシャルサポートがある人では自殺死亡リス
クが低かった。また、ソーシャルサポートの内容では、心理的ストレスが中等度以上の群にお
いて、手段的ソーシャルサポートがある人で自殺死亡リスクが低かった。  
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公表論文要約２ 

Changes in time spent walking and disability-free life expectancy in Japanese older people: The Ohsaki 
Cohort 2006 Study  
Matsuyama S, Murakami Y, Lu Y, Sugawara Y, Tsuji I. Preventive Medicine. 2022 Oct;163:107190. doi: 
10.1016/j.ypmed.2022.107190. Online ahead of print. 
 
目的：先行研究によると、高齢者では１日あたりの歩行時間が長いことは、要介護や認知症の
リスク低下と関連することが報告されている。しかし、歩行時間が健康寿命にどのような影響
を及ぼすか、さらに、歩行時間を増やすことにより健康寿命がどれくらい延伸するのかについ
て検討した研究はなかった。そのため、本研究は、1994 年と 2006 年の調査データを使用し、
高齢者における歩行時間の変化と健康寿命との関連を前向きコホート研究により検証した。 
 
方法：本研究は、「大崎国保コホート研究」（1994年調査）と「大崎コホート 2006研究」（2006
年調査）両方のデータを用いて分析を行った。2006 年調査は、調査開始時点で 65 歳以上で
あった住民 31,694名を対象とし、23,091名から有効回答を得た。本研究ではこのうち、要介護
認定の情報提供に同意されなかった者、調査開始時点で要介護認定を受けていた者、1994年調
査に参加していなかった者、歩行時間の質問に回答しなかった者などを除いた 7,105名につい
て解析を行った。本研究における健康寿命の定義は、日常生活動作が自立（介護保険非該当ま
たは要介護２未満）している期間の平均とした。健康寿命の算出は、要介護認定および死亡の
情報を使用し（追跡期間13年）、要介護認定情報と死亡情報を組み合わせた多相生命表法を用い、
IMaCh 0.98r7を使用し実施した。歩行時間の変化は、1994年調査と 2006年調査の歩行時間（1
日あたり 30分以上 vs.30分未満）に関する質問の回答から、不活発、歩行時間の減少、歩行時
間の増加、活発維持の 4群に分類し、男女別で各カテゴリの健康寿命（95％信頼区間）を算出
した。 
 
結果：歩行時間が増加した者の健康寿命は、男性では 20.30 (19.68–20.93)歳で、女性は 24.06 
(23.45–24.68)歳であり、不活発者の健康寿命は男性では 17.96 (17.33–18.59)歳、女性では 21.87 
(21.30–22.45)歳で、男女ともに約 2年短かった。また、活発維持者の健康寿命は、男性では 20.34 
(19.92–20.77)歳で、女性では24.16 (23.75–24.56)歳であった。 
 
結論：１日あたりの歩行時間が増加、または 30 分以上を継続した者は健康寿命が長く、歩行
時間が 30 分未満のままの者と比較し、男女ともに健康寿命が約２年長いことが明らかとなっ
た。 
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